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┃重点項目  
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新型コロナウイルス感染症 原油価格・物価高騰対策項目 

 

１. 感染拡大防止策の強化 
»福祉部 

３）市⺠⽣活の維持に対する⽀援の拡充 

  介護サービス事業所への⽀援 

・感染者発⽣時や濃厚接触者への対応を行った事業所への財政⽀援として、介護事業
者等サービス継続⽀援事業及びフォローアップ体制強化事業に関する事業費の確保
を行うとともに、市の事務経費に対する財政⽀援を行うこと 

・介護事業者等サービス継続⽀援事業等において、クラスター対応により年度内に補
助申請を行うことが難しい事業所が⽣じることが想定されるため、引き続き、切れ
目のない補助を可能とすること 

 

３）福祉局 監査指導部 介護保険サービス・法⼈指導監査担当課⻑ 中⼾ 欣尚                 078-322-6240 
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重 点 項 目 
兵庫県予算に対する提案･要望
神 ⼾ 市
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４．保健・福祉・医療の充実 
 

 

４-１. 保健・福祉・医療の充実 
»福祉部 

３）介護⼈材の受入れ促進 

  外国⼈を含む介護⼈材の確保にかかる就職⽀援促進事業の拡充 

・地域医療介護総合確保基金を活用した就職⽀援促進事業は対象地域が限定されて
おり、本市は対象外となっているため、同基金の適用地域の拡大を国に対して要望
するとともに、対象地域を本市を含む県全域へと拡大すること 

  外国⼈介護⼈材に対する相談員設置⽀援事業の拡大 

・相談員の体制を拡充するとともに、受入れ機関からの委託契約の有無に関わらず、
幅広く特定技能・在留資格「介護」・ＥＰＡ等による介護従事者を⽀援対象に拡大
すること 

４）国⺠健康保険制度の安定化 

  保険給付費等交付金（特別交付金）における必要な事業費の確保及び各
市町の実情を踏まえた算定 

・県が各市町に交付する保険給付費等交付金のうち、県繰入金を財源とする特別交付
金の事業費を確保し、各市町の実情や意見を踏まえた算定による交付を行うこと 
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４．保健・福祉・医療の充実 

 

５）孤独・孤立に対する⽀援 

  ヤングケアラー等に対する⽀援の拡充 

・家族にケアを要する⼈がいることで、年齢や成⻑の度合いに見合わない重い責任  
や負担を負っている児童や若者、声をあげることができない社会的弱者などに対す
る⽀援や、関係機関・周囲の関係者への理解の促進など、施策の拡充を図ること 

６）更⽣⽀援・再犯防止の推進 

  犯罪をした⼈等への⽀援 

・犯罪をした高齢者・障害者等が再び罪を犯すことのないよう、兵庫県地域⽣活定着
⽀援センターの体制充実に努めるとともに、市・関係機関と連携して更⽣⽀援の推
進を図ること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3）福祉局 介護保険課⻑ 内藤 康史   078-322-6228 
4）福祉局 国保年金医療課⻑ 増⽥ 英仁   078-322-5203 
5）福祉局 こども若者ケアラー⽀援担当課⻑ 上⽥ 智也   078-361-3022 
6）福祉局 政策課⻑ 笠原 良之   078-322-5192 
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そ の 他 項 目 
兵庫県予算に対する提案･要望
神 ⼾ 市
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３．教育環境・保健・福祉・医療の充実 
»福祉部 

６）地域密着型サービス推進のための⽀援の充実 

  定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス事業所への⽀援  

・県市協調で要介護者の在宅⽣活を 24 時間⽀援する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護の整備拡大に取り組んでいるが、１事業所あたりの月平均利用者数（約 14 名）
は、事業の採算ライン（21 名）を下回り、経営に大きな影響が⽣じていることか
ら、利用促進を図るために、在宅介護者・ケアマネジャーへのさらなる制度周知を
行うこと 

・新規参入時だけでなく、経営が軌道に乗るまでの期間にかかる既存事業者への財政
⽀援を行うこと 
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